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Ⅰ 財政分析の考え方 

 

現在、地方公共団体の会計制度は、歳入歳出の収支による単式簿記・現金主義会計

となっています。そのため、予算執行や現金収支の把握に適したものではありますが、

資産がどの程度形成され、どのような財源内訳になっているかという情報を把握する

ことが困難となっています。また、現会計制度では、現金支出以外に発生している行

政コスト（減価償却費等）について把握することはできません。 

以上の理由により、民間企業の会計手法である複式簿記・発生主義会計を取り入れ

た財務４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）

を作成しました。財務４表の相互関係は以下の図のとおりになります。 

 

資産の部 負債の部

・・・・

歳計現金 純資産の部

・・・・

・・・・

期末歳計現金残高

∥

【財務４表の相互関係】

∥

期末純資産残高

歳計現金増減額

∥

行政コスト計算書

│

＋

経常行政コスト

│

経常収益

∥

純経常行政コスト

臨時損益等

支出

＋

期首歳計現金残高

純経常行政コスト

期首純資産残高

純資産変動計算書

±

一般財源、補助金受入等

貸借対照表

資金収支計算書

収入

│

 

 

 

○鉾田市の財政状況を理解するために、以下の 6 つの視点から財務４表を分析してい

きます。 

 

１．資産形成度 

従来、歳入歳出決算書の財産に関する調書で公表していました公有財産、物品な

どの面積や個数に加え、貸借対照表によって、価値（金額）という側面から分析す

ることができます。 
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２．世代間公平性 

世代間公平性は、貸借対照表の資産、負債、純資産の対比によって分析すること

ができます。負債は、将来世代の負担を表し、純資産は、現役世代が負担したもの

を表します。 

 

３．持続可能性（健全性） 

これまでにも、地方公共団体の持続可能性（健全性）については、健全化判断比

率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）によって

判定することはできましたが、財務４表においては、退職手当引当金や未払金など、

発生主義によって、すべての負債を捉えることができます。        

貸借対照表においては、負債額を分析指標とすることができ、また、資金収支計

算書においては、持続可能な財政指標として基礎的財政収支（プライマリーバラン

ス）を算定することができます。 

 

４．効率性 

既存の財政指標では、地方公共団体の効率性については、把握することできず、

事業評価などを通じて行われていますが、行政コスト計算書においては、地方公共

団体の経常的な行政活動に係る人件費や物件費などの費用を、発生主義に基づきフ

ルコストとして表示することができ、効率性の度合いを定量的に測定することが可

能となります。 

 

５．弾力性 

財政の弾力性については、一般に、経常収支比率などが用いられますが、財務４

表においても、弾力性の分析が可能です。 

純資産変動計算書において、地方公共団体の資産形成を伴わない経常的な行政活

動に係る純経常行政コストに対して地方税、地方交付税などの当該年度の一般財源

等がどれだけ充当されているか（行政コスト対税収等比率）をみることができます。 

これは、地方公共団体がインフラ資産の形成や施設の建設などの資産形成を行う

財源的余裕度がどれだけあるかを示すものといえます。 

 

６．自律性 

歳入歳出決算における歳入内訳や財政力指数が関連しますが、財務書類について

も、行政コスト計算書において使用料・手数料などの受益者負担の割合を算出する

ことができますので、これを受益者負担水準の適正さの判断指標として用いること

ができます。 
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Ⅱ 各分析結果 

１．資産形成度 

（１）『資産』（Ｂ/Ｓ） 

資産増加の要因は、東日本大震災の影響により、前年度から繰越された普通建設

事業費の増に伴う有形固定資産の増加、地方交付税等の増額による現金預金や基金

等の増加が主なものです。 

      

○一般会計資産内訳表                        （単位：千円） 

  
H22 H23 比較 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 伸び率 

公共資産 90,489,266  81.2% 91,677,854  80.1% 1,188,588  1.3% 

  有形固定資産 90,387,109  81.1% 91,597,332  80.0% 1,210,223  1.3% 

  売却可能資産等 102,157  0.1% 80,522  0.1% △21,635  △21.2% 

投資等 13,061,328  11.7% 14,385,400  12.6% 1,324,072  10.1% 

  投資及び出資金 5,133,997  4.6% 5,123,323  4.5% △10,674  △0.2% 

  貸付金 0  0.0% 0  0.0% 0  0% 

  基金等 7,203,690  6.5% 8,565,347  7.4% 1,361,657  18.9% 

  長期延滞債権等 1,073,523  1.0% 1,054,403  0.9% △19,120  △1.8% 

  その他 153  0.0% 153  0.0% 0  0.0% 

  回収不能見込額 △350,035  △0.3% △357,826  △0.3% △7,791  2.2% 

流動資産 7,878,223  7.1% 8,371,129  7.3% 492,906  6.3% 

  現金預金 7,215,778  6.6% 7,937,696  7.0% 721,918  10.0% 

  未収金 831,357  0.7% 559,966  0.5% △271,391  △32.6% 

  その他 13,672  0.0% 13,203  0.0% △469  △3.4% 

  回収不能見込額 △182,584  △0.2% △139,736  △0.1% 42,848  △23.5% 

資産合計 111,428,817  100.0% 114,434,393  100.0% 3,005,566 2.7% 
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（２）『有形固定資産の行政目的別割合』（Ｂ/Ｓ） 

「②教育」が増加した要因は、合併特例債を活用して鉾田学校給食センターを建

設したこと並びに鉾田南中学校舎の耐震補強及び大規模改造を実施したことが挙げ

られます。 

また、「①生活インフラ・国土保全」が増加した要因は、合併特例債等を活用して

市道整備事業を実施していることが挙げられます。 

 

 

 

 

 

○連結有形固定資産の行政目的別割合                      （単位：千円） 

項目 H22 構成比 H23 構成比 増減 

①生活インフラ・国土保全 36,439,107 40.4% 37,576,007 41.1% 1,136,900 

②教育 18,248,509 20.2% 19,024,211 20.8% 775,702 

③福祉 635,462 0.7% 633,544 0.7% △1,918 

④環境衛生 25,277,097 28.0% 25,048,711 27.3% △228,386 

⑤産業振興 5,909,850 6.5% 5,680,923 6.2% △228,927 

⑥消防 940,347 1.0% 852,343 0.9% △88,004 

⑦総務 2,934,397 3.2% 2,776,936 3.0% △157,461 

⑧収益事業 2,340 0.0% 4,657 0.0% 2,317 

有形資産合計 90,387,109 100.0% 91,597,332 100.0% 1,210,223 
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（３）『資産老朽化比率』（Ｂ／Ｓ） 

資産老朽化比率は、耐用年数と比較して有形固定資産の取得からどの程度経過し

ているかを把握することができます。そのため、この比率が、高いほど有形固定資

産の老朽化が進んでいることになり再投資の必要性があると言えます。 

鉾田市においては、平成 22 年度に比べて 1.1％増加しておりますが、平成２3

年度においては、鉾田学校給食センターを建設すると共に、当間小学校、新宮小学

校、上島西小学校、白鳥西小学校、鉾田南中学校において耐震補強及び大規模改造

を実施し、主に教育関連施設へ再投資しました。 

今後は、4 校の統合小学校の建設やごみ焼却施設の更新など、大規模な建設事業

が予定されていることから、財政状況に留意し、将来世代に過度な負担を背負わせ

ることの無いように計画的に資産の更新を図ります。 

 

 

 

 

○資産老朽化比率内訳表                   （単位：千円） 

  一般会計 

項目 H22 H23 増減 

減価償却累計額 47,069,816 49,502,674 2,432,858 

有形固定資産 63,774,169 64,200,432 426,263 

土地 10,735,744 10,868,667 132,923 

資産老朽化比率 47.0% 48.1% 1.1% 
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２．世代間公平性 

◎『純資産比率』（Ｂ／Ｓ、ＮＷＭ） 

純資産比率は、資産に対する現役世代（純資産）と将来世代（負債）の負担割合を

表す指標です。この比率が高いほど、現役世代が自らの負担によって、資産を整備し

たことを意味し、将来世代の負担が軽減されます。 

  鉾田市においては、平成 2２年度と比較すると連結ベースで 0.4％増加し、68.1％

となり、将来世代の負担が軽減されました。 

 この比率の増加要因は、震災復興特別交付税の創設により、東日本大震災に伴う災

害復旧関連経費等の地方負担額について全額特別交付税にて措置されたことによる地

方交付税が大幅に増額となったことに伴い、一時的に一般財源が増加したことが挙げ

られます。 

 

 

 

○純資産比率内訳表                                 （単位：千円） 

  一般会計 連結 

項目 H22 H23 増減 H22 H23 増減 

純資産総額 55,759,253 58,471,269 2,712,016 75,417,113 77,984,083 2,566,970 

資産総額 80,383,035 83,305,269 2,922,234 111,428,817 114,434,383 3,005,566 

純資産比率 69.4% 70.2% 0.8% 67.7% 68.1% 0.5% 
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３．持続可能性（健全性） 

（１）『負債』（Ｂ/Ｓ） 

負債増加の要因は、合併特例債や地方交付税の振替財源である臨時財政対策債の

発行によるものと考えられます。 

しかし、地方債残高のうち約 167 億円については、償還時に地方交付税の算定

の基礎に含まれることが見込まれています。 

 

 

 

○負債内訳表                                 （単位：千円） 

  
H22 H23 比較 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 伸び率 

固定負債 33,126,543  92.0% 33,886,361  93.0% 759,818  2.3% 

  地方債 27,574,724  76.6% 28,383,759  77.9% 809,035  2.9% 

  長期未払金 0  0.0% 0  0.0% 0  0.0% 

  引当金 5,551,819  15.4% 5,502,604  15.1% △49,215  △0.9% 

  その他 0  0.0% △2  0.0% △2  0.0% 

流動負債 2,870,349  8.0% 2,546,162  7.0% △324,187  △11.3% 

  翌年度償還予定地方債 2,297,217  6.4% 2,281,139  6.3% △16,078  △0.7% 

  短期借入金 0  0.0% 0  0.0% 0  0.0% 

  未払金 368,314  1.0% 65,209  0.2% △303,105  △82.3% 

  
翌年度支払予定 

退職手当 
0  0.0% 0  0.0% 0  0.0% 

  賞与引当金 204,818  0.6% 199,814  0.5% △5,004  △2.4% 

  その他 14,812  0.0% 17,777  0.0% 3,223  22.1% 

負債合計 36,011,704  100.0% 36,450,300  100.0% 438,854  1.2% 
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（２）『基礎的財政収支(プライマリーバランス)』（Ｃ/Ｆ） 

公債の元利償還額を除いた歳出と、公債発行収入を除いた歳入のバランスをみる

もので、基礎的財政収支が均衡していれば、毎年の政策的な経費が税収などの毎年

の収入でまかなわれていることになります。 

   鉾田市においては、平成 22 年度に引き続き、平成 23 年度においても黒字とな

っています。 

 

 

 

 

  

収入総額：歳入総額から繰越金を除いた額 

 

 

 

○基礎的財政収支（プライマリーバランス）内訳表                (単位：千円) 

  一般会計 連結 

項目 H22 H23 H22 H23 

収入総額 19,445,590 23,060,154 34,597,721 39,775,401 

地方債発行額 2,104,700 2,276,000 2,758,434 3,080,600 

財政調整基金等取崩額 0 0 1,992 0 

支出総額 19,050,809 22,918,098 33,632,965 39,053,483 

地方債償還額 2,144,971 2,198,398 2,193,881 2,267,001 

財政調整基金等積立額 529,333 1,028,205 562,857 1,057,072 

基礎的財政収支 964,385 1,092,659 961,068 965,391 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

基礎的財政収支 ＝ 収入総額－地方債発行額－財政調整基金等取崩額－支出総額 

＋地方債償還額＋財政調整基金等積立額 
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４．効率性 

◎『性質別行政コスト』（Ｐ／Ｌ） 

行政コスト計算書では、発生主義による性質別の行政コストが計上されています。 

鉾田市においては、平成 23 年度と平成 22 年度を比較すると、増加科目について、

「社会保障給付」が約 7 億円増加しておりますが、介護サービス給付費や生活保護等

の伸びが主な要因となります。また「物件費」が約４億５千万円増加しておりますが、

東日本大震災災害対策関係経費(瓦礫処理、避難所設置経費等)や給食用備品購入等が

主な要因であると考えられます。 

 

 

○連結性質別行政コスト内訳表                        （単位：千円） 

  H22 構成比 H23 構成比 増減 

人件費 3,847,090 12.7% 3,793,374 11.9% △53,716 

退職手当引当金繰入等 874,562 2.9% 962,277 3.0% 87,715 

賞与引当金繰入等 204,818 0.7% 199,814 0.6% △5,004 

物件費 3,117,377 10.3% 3,574,042 11.2% 456,665 

維持補修費 215,991 0.7% 213,912 0.7% △2,079 

減価償却費 3,373,601 11.1% 3,592,437 11.2% 218,836 

社会保障給付 15,188,459 50.1% 15,924,899 49.9% 736,440 

補助金等 2,187,848 7.2% 2,292,849 7.2% 105,001 

他会計等への支出額 0 0.0% 31,663 0.1% 31,663 

他団体への公共資産整備補助金等 223,926 0.7% 329,924 1.0% 105,998 

支払利息 512,340 1.7% 499,331 1.6% △13,009 

回収不能見込計上額 492,474 1.6% 390,775 1.2% △101,699 

その他行政コスト 66,604 0.3% 132,425 0.4% 65,821 

合計 30,305,090 100.0% 31,937,722 100.0% 1,632,632 
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５．弾力性 

◎『行政コスト対税収等比率』（ＮＷＭ）（改訂モデル） 

税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率をみることによって、当該

年度の税収等のうち、どれだけが資産形成の伴わない純経常行政コストに消費された

のかが分かります。この比率が 100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いと言え、

さらに 100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。 

鉾田市においては、平成 23 年度数値が 75.5％と平成 22 年度数値 82.1％と比較

して 6.6％減少と大幅に減少しており、財政の弾力性が改善していることがわかりま

すが、特に今年度は震災復興特別交付税の創設に伴い、臨時的に地方交付税が増加し

たことよる一般財源の増が主な要因であるため、引き続き改善に努めていく必要があ

ります。 

 

 

 
 

 

○行政コスト対税収等比率内訳表                   （単位：千円） 

項目 H22 H23 増減 

経常費用（純経常行政コスト） 15,828,250 16,824,533 996,283 

一般財源 13,657,124 15,714,690 2,057,566 

補助金等受入（その他一般財源等の列） 3,744,702 5,071,393 1,326,691 

減価償却による財源増（公共資産等整備 

国県補助金等の列の値の絶対値） 
585,343 572,233 △13,110 

臨時財政対策債 1,283,200 935,100 △348,100 

減収補てん債（特例分） 0 0 0 

行政コスト対税収等比率 82.1% 75.5% △6.6% 
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６．自律性 

◎『受益者負担の割合』（Ｐ／Ｌ） 

行政コスト計算書の「経常収益」は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益

者負担の金額です。これを「経常費用（経常行政コスト）」と比較することにより、行

政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出することができます。 

鉾田市一般会計においては、平成 23 年度の受益者負担の割合は 2.1％と平成 22

年度数値 2.2％と比較して 0.1％減少し、従来から低い割合がさらに低くなる結果と

なっています。今後、受益者負担のあり方については、税負担の公平性の観点から見

直しする必要があります。 

 

 

 

 

 

○受益者負担の割合内訳表                             （単位：千円） 

  一般会計 連結 

項目 H22 H23 増減 H22 H23 増減 

経常収益 340,592 349,185 8,593 8,672,844 8,660,660 △12,184 

経常行政コスト 15,828,250 16,824,533 996,283 30,305,090 31,937,722 1,632,632 

受益者負担の割合 2.2% 2.1% △0.1% 28.6% 27.1% △1.5% 
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Ⅲ連結財務書類 

１．連結貸借対照表 

 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 37,576,007 ①普通会計地方債 18,589,250

②教育 19,024,211 ②公営事業地方債 9,670,890

③福祉 633,544  地方公共団体計 28,260,140

④環境衛生 25,048,711 (2) 関係団体

⑤産業振興 5,680,923 ①一部事務組合・広域連合地方債 123,619

⑥消防 852,343 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 2,776,936 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 4,657  関係団体計 123,619

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産合計 91,597,332 (4) 引当金 5,502,604

(2) 売却可能資産 80,522 （うち退職手当等引当金） 5,332,879

公共資産合計 91,677,854 （うちその他の引当金） 169,725

(5) その他 △ 2

固定負債合計 33,886,361

２　投資等

(1) 投資及び出資金 5,123,323 ２　流動負債

(2) 貸付金 0 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 8,565,347 ①地方公共団体 2,263,553

(4) 長期延滞債権 1,054,403 ②関係団体 17,586

(5) その他 153  翌年度償還予定額計 2,281,139

(6) 回収不能見込額 △ 357,826 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

投資等合計 14,385,400 (3) 未払金 65,209

(4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 199,814

３　流動資産 (6) その他 17,777

(1) 資金 7,937,696 流動負債合計 2,563,939

(2) 未収金 559,966

(3) 販売用不動産 0 負　　債　　合　　計 36,450,300

(4) その他 13,203

(5) 回収不能見込額 △ 139,736 [純資産の部]

流動資産合計 8,371,129 １　公共資産等整備国県補助金等 17,505,451

２　公共資産等整備一般財源等 62,819,385

３　他団体及び民間出資分 4,449

４　繰延勘定 0 ４　その他一般財源等 △ 2,952,797

５　資産評価差額 607,595

純資産 合計 77,984,083

資　　産　　合　　計 114,434,383 負債及び純資産合計 114,434,383

連結貸借対照表
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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３．連結純資産変動計算書 

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 75,417,113

純経常行政コスト △ 23,277,062

一般財源 0

地方税 5,185,708

地方交付税 9,109,859

その他行政コスト充当財源 1,446,361

補助金等受入 11,286,425

臨時損益 0

災害復旧事業費 △ 1,624,772

公共資産除売却損益 17,192

投資損失 0

収益事業純損失 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 29,603

その他 393,656

期末純資産残高 77,984,083

連結純資産変動計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日
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４．連結資金収支計算書 

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

※1 上記の他、○○の受け入れに伴う歳計外現金の収入額○○千円

  　　　（○○の返還に伴う支出額○○千円）があります。

連結資金収支計算書
自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

5,015,175

4,123,350

15,836,910

2,275,413

499,331

2,163,094

29,913,273

4,736,724

9,109,859

10,490,645

184,218

4,834,698

169,327

36,262,230

6,348,957

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

4,738,528

0

5,068,452

△ 567,035

2,983,027

1,415,235

1,965,500

△ 2,085,425

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

1,715,282

9,211

1,174

0

2,267,001

0

0

1,690

77,400

7,215,778

7,937,696

180,000

259,740

530,144

0

0

△ 3,541,614

721,918

4,071,758

72,422

12,000

5,982

1,026,454

2,817,282

329,924

574,837

935,100

187,850

1,364,563

0

0
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Ⅳ 一般会計財務書類 

１．貸借対照表 

 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 18,589,250

①生活インフラ・国土保全 34,193,164 (2) 長期未払金

②教育 19,024,211 ①物件の購入等

③福祉 397,522 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 4,974,867 ③その他

⑤産業振興 2,418,844 長期未払金計 0

⑥消防 582,361 (3) 退職手当引当金 4,181,938

⑦総務 2,609,463 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 64,200,432 固定負債合計 22,771,188

(2) 売却可能資産 68,106

公共資産合計 64,268,538 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,916,692

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 5,446,723 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 146,120

投資及び出資金計 5,446,723 流動負債合計 2,062,812

(2) 貸付金 0

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 24,834,000

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 6,779,969

③土地開発基金 477,724 [純資産の部]

④その他定額運用基金 4,530 １　公共資産等整備国県補助金等 10,637,077

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 7,262,223 ２　公共資産等整備一般財源等 52,636,802

(4) 長期延滞債権 462,774

(5) 回収不能見込額 △ 161,963 ３　その他一般財源等 △ 4,802,610

投資等合計 13,009,757

４　資産評価差額 0

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 58,471,269

①財政調整基金 3,213,528

②減債基金 1,181,545

③歳計現金 1,510,944

現金預金計 5,906,017

(2) 未収金

①地方税 181,199

②その他 4,347

③回収不能見込額 △ 64,589

未収金計 120,957

流動資産合計 6,026,974

資　　産　　合　　計 83,305,269 負 債 ・ 純 資 産 合 計 83,305,269

貸借対照表
(平成24年3月31日現在)

0

0

0

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方
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１．貸借対照表（続き） 

 

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち15,139,685千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 34,509,574 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 20,505,942 千円 20,505,942 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 9,679,402 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 137,909 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 4,181,938 千円 4,181,938 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 4,383 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 26,581,460 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 9,501,906 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 402,350 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 16,677,204 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 7,928,114 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は10,868,667千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は49,502,674千円です。

31,491

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）地方
債・（長期）未払金・引当

金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額

0

2,033,375

4,951,772

0

2,919,055

2,900,000

0

9,679,402

581,662

3,045,009

517,424

137,909

4,383

261,638

517,625

21,780

6,634

4,951,772

2,918,397
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３．純資産変動計算書 

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 55,759,253 10,685,933 51,245,691 △ 6,172,371 0

純経常行政コスト △ 16,475,348 △ 16,475,348

一般財源

地方税 5,185,708 5,185,708

地方交付税 9,109,859 9,109,859

その他行政コスト充当財源 1,419,123 1,419,123

補助金等受入 5,071,393 523,377 4,548,016

臨時損益

災害復旧事業費 △ 1,615,911 △ 1,615,911

公共資産除売却損益 17,192 17,192

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,198,344 △ 1,198,344

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 886,248 △ 886,248

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 83,901 83,901

減価償却による財源増 △ 572,233 △ 1,779,796 2,352,029

地方債償還等に伴う財源振替 1,170,216 △ 1,170,216

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 58,471,269 10,637,077 52,636,802 △ 4,802,610 0

純資産変動計算書
自　平成23年4月  1日

至　平成24年3月31日
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４．資金収支計算書 

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OKOKOKOK

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成23年度における一時借入金の借入限度額は1,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

2,198,398
1,028,205

1,092,659

23,060,154
2,276,000

0
22,918,098

1,510,944

17,192

17,799

252,272

△ 4,338,533

0

25,281

12,000

0

180,000

142,056

1,368,888

1,690

77,400

2,401,282

230,702

0

4,590,805

1,174

1,878,557

1,160,900

0

32,220

1,863,722

△ 1,444,797

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

5,925,386

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,782,144

309,456

3,308,519

670,602

216,919

189,476

482,555

935,100

71,192

889,959

20,944,160

319,841

2,060,715

4,736,724

9,109,859

4,375,510

153,785

資金収支計算書
自　平成23年4月  1日

至　平成24年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,779,566

15,018,774

3,222,231

2,693,474

3,388,916

1,554,031
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ⅤⅤⅤⅤ    連結連結連結連結財務書類作成基準財務書類作成基準財務書類作成基準財務書類作成基準    

１１１１．．．．作成作成作成作成モデルモデルモデルモデル    

鉾田市連結財務書類は、平成 19 年 10 月に総務省より示された「新地方公会計制

度実務研究会報告書」の総務省方式改訂モデルに基づき作成しています。 

 

２２２２．．．．連結対象範囲連結対象範囲連結対象範囲連結対象範囲    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

３３３３．．．．作成基準日作成基準日作成基準日作成基準日    

平成 24 年 3 月 31 日（平成 23 年度末）。ただし、出納整理期間（平成 24 年

4 月 1 日から 5 月 31 日まで）における出納については、基準日までに終了したも

のとして処理しています。 

 

４４４４．．．．基礎数値基礎数値基礎数値基礎数値    

昭和 44 年以降、平成 23 年度までの「決算統計データ」を使用しています。（平

成 16 年度以前の数値については、旧 3 町村決算統計データ等の合算により算出し

ています。）また、退職手当引当金等一部の金額は、対象年度の歳入歳出決算書や人

事データを用いて算出しています。 

    

５５５５．．．．有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産のののの評価基準評価基準評価基準評価基準    

取得原価主義をとっているため、資産を取得した当時の価格で評価して累計して

います。 

  （特に土地分の資産価値については、用地を取得した当時の価格で評価しています。） 

 

６６６６．．．．退職手当引当金退職手当引当金退職手当引当金退職手当引当金    

年度末において、在籍する職員が普通退職した場合に必要となる退職手当の所要

額を退職給与引当金として計上しています。 

                           

【一部事務組合】 

鹿行広域事務組合 

大洗・鉾田・水戸環境組合             

茨城県総合事務組合 

茨城県後期高齢者医療広域連合 

 

【第３セクター等】 

鉾田市健康づくり財団 

鉾田市社会福祉協議会 

鉾田市シルバー人材センター 

                          

            【公営事業会計】 

国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計 

 

【公営企業会計】 

農業集落排水事業特別会計 

公共下水道事業特別会計 

水道事業会計 

一般会計 

鉾田市 

連結 


